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地域おこし協力隊マネジメント業務仕様書 

 

1. 委託業務名 

地域おこし協力隊マネジメント業務 

 

2. 委託事業の経緯、目的及び概要 

令和５年度より「かすみがうら市地域力創造推進プロジェクト」の企画・運営について、

民間事業者へ業務を委託するにあたり、行政と密に連携したうえで、地域内で地域課題解決

に向けた活動を担える人材の確保が必要である。 

本業務では、地域おこし協力隊員として当該人材の募集、雇用、育成、活動管理及び支援

等に関する業務を、民間事業者（以下、「受託者」とする。）へ委託するものである。なお、

本委託事業において、かすみがうら市（以下、「委託者」とする。）と地域おこし協力隊員と

の間に、指揮監督関係や任用関係は無いものとする。 

 

3. 履行期間 

契約締結日の翌日から令和６年３月３１日まで 

 

4. 業務実施場所 

かすみがうら市内全域 

 

5. 委託事業の内容 

受託者は、「かすみがうら市地域おこし協力隊設置要綱」および、「かすみがうら市地域お

こし協力隊事業受入団体業務委託要領」に基づき、以下の事業を実施する。なお、事業実施

にあたり、受託者は委託者と密接に連携を図り、事業を円滑に推進できるよう、必要に応じ 

委託者と打合せ等を実施するとともに、打合せ記録簿等を整備するものとする。 

 

（1）地域おこし協力隊員の募集 

受託者は「かすみがうら市地域力創造推進プロジェクト」を実施することを広報するとと

もに、その関係業務を担う地域おこし協力隊員を募集する。 

（2）地域おこし協力隊員の選定及び雇用等 

・受託者は、応募者の中から地域おこし協力隊員として適任と判断する者を、委託者と協

議のうえ、選定し令和５年度中に３名雇用等をする。 

・地域おこし協力隊の委嘱期間は１年以内とし、年度を越えないものとする。ただし、 

受託者・地域おこし協力隊・委託者の三者協議により、最大３年まで再任ができるもの

とする。 

（3）地域おこし協力隊の活動管理・支援 
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かすみがうら市地域おこし協力隊事業受入団体業務委託要領第３条第２項に定める支援

活動を行う。 

（4）地域おこし協力隊員の研修・育成 

受託者による座学研修や OJT 研修、先進自治体への視察研修、総務省による初任者研修

等を通じて、雇用等した地域おこし協力隊員の育成を図る。 

（5）地域おこし協力隊員の活動管理・支援 

「７ 受託者が雇用等する地域おこし協力隊員の活動内容」に記載されている地域おこし

協力隊員の活動の管理・支援、住居等の生活環境整備を実施する。 

（6）地域おこし協力隊員の退任後の自立支援および継続雇用等の推進 

地域おこし協力隊の任期終了後も当該人材が本市に定着できるよう、自立支援または受

託者企業での継続雇用等が行われるよう努める。 

（7）地域おこし協力隊員の報償費等の支給 

地域おこし協力隊員に対して、報償費等及び必要に応じ活動に要する経費を支給する。ま

た、支給方法及び報償費等の額については、受託者が委託者と協議のうえ決定する。 

（8）実施計画書及び、事業実施結果報告書の提出 

「かすみがうら市地域おこし協力隊事業受入団体業務委託要領」に基づき、かすみがうら

市地域おこし協力隊事業実施計画書（様式第 1 号）および、かすみがうら市地域おこし

協力隊事業実施結果報告書（様式第３号）を作成しかすみがうら市長に提出する。 

 

6. 受託者が雇用等する地域おこし協力隊員の要件 

（1） かすみがうら市地域おこし協力隊設置要綱を遵守できる者 

（2） 委託者が、広報紙や市ホームページ等で、氏名や地域おこし協力隊員としての活動内

容等を公表することについて、同意する者 

 

7. 受託者が雇用等する地域おこし協力隊員の活動内容 

・受託者が雇用等する地域おこし協力隊員は、「かすみがうら市地域おこし協力隊設置要綱」

第４条の各号に定める業務に従事する。ただし、本事業においては、以下項目を具体的な活

動内容とし、受託者の支援の下で活動を実施する。 

(1) 空き物件等の利活用に関すること。 

(2) 起業創業、空き家、移住者支援等相談業務などの地域活動の促進に関すること。 

(3) 市内事業者の事業拡大及びふるさと納税寄附金額の増加に関すること。 

 

8. 委託対象経費 

（1）地域おこし協力隊員募集・選考に要する経費（消費税及び地方消費税を含む） 

  ① 資料の作成や印刷、ホームページの作成に要する経費 

  ② 募集・選考に関する広報、事務に要する経費 
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  ③ その他市長が隊員の募集・選考のため必要と認める経費 

 

（2）地域おこし協力隊員の報償費等に要する経費（消費税及び地方消費税を含む） 

  ① 報償費等（期末手当等の各種手当を含む。） 

 

（3）地域おこし協力隊員の活動に要する経費（消費税及び地方消費税を含む） 

  ① 隊員の指導及び支援に要する事務経費 

  ② 隊員の活動に要する消耗品費 

  ③ 隊員の研修に対する研修先への謝金 

  ④ 隊員が参加する研修プログラムに係る受講費及び旅費 

  ⑤ 地域が主催する行事等に協力するために必要となる物品の購入費 

  ⑥ 隊員が利用する備品等のリース料 

  ⑦ 隊員が活動に使用する自動車等の借上料 

  ⑧ 隊員の活動に対する賃金 

  ⑨ 隊員が定住に向けて必要となる環境整備に要する経費 

  ⑩ その他地域おこし協力隊の活動に必要と認められる経費 

 

9.委託料の支払い 

（1）受託者は、委託業務の完了前に、委託業務に必要な経費を委託者に請求することがで

きる。この場合において、委託者は当該請求に対して、支払うことが適当であると判断し

たときは、概算払いを行うことができる。受託者は、委託者からの概算払いを受けるため

に委託業務に必要な経費を明確に示さなければならない。 

（2）委託者は、委託料の概算払いを必要があると認められる場合において受託者と協議に

より決定するものとする。 

（3）委託業務が行われた各年度終了後に、委託者は受託者より受領した過年度実施分の報

告書の審査を行うとともに、必要に応じて受託者に対して委託業務に要した経費の証ひ

ょう、帳簿等の調査を行うことができる。委託者の求めに応じて、受託者は速やかな証ひ

ょう、帳簿等の提出をはじめとした、適正な調査対応を行わなければならない。 

（4）受託者が（1）の規定により、概算払を受領している場合であって、当該概算払いの合

計額が年度実績額を超えている場合には、受託者は、委託者の指示により、その超える額

を委託者に速やかに返還しなければならない。 

 

10. その他 

（1）本仕様書に明記されていない事項については、「かすみがうら市地域おこし協力隊設置

要綱」、「かすみがうら市地域おこし協力隊事業受入団体業務委託要領」及び、別紙１「か

すみがうら市地域力創造推進プロジェクト運営業務委託仕様書」に基づき事業を実施し、
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疑義を生じた場合は、委託者と協議し指示を受けるものとする。 

（2）委託業務を円滑かつ適正に進めるため、打ち合わせ協議は、必要に応じてその都度行

う。 


